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第１　施設の概況
　１　施設規模、施設長
　　（１）施設規模　１）土地　　　　　　㎡（自己所有地　　　　　　㎡　借地　　　　　　㎡）
　　　　　　　　　　２）建物　　　　　　㎡（自己所有地　　　　　　㎡　借地　　　　　　㎡）
             　　   ３）建物の構造及び規模
	棟　名　等
	構　 造
	屋　 根
	階 数
	竣 工 年 月
	備　　考

	
	
	
	
	      年    月
	

	
	
	
	
	      年    月
	

	
	
	
	
	      年    月
	

	
	
	
	
	      年    月
	

	
	
	
	
	      年    月
	


　　（２）施設長　　　氏名　　　　　　　　　　　
☆点検事項
　　①事業に必要な資産（土地・建物）を保有（借家・借地）しているか　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　２　運営方針等について
　　（１）施設運営の基本方針
　　（２）里親支援の基本方針
　　（３）施設の特徴・セールスポイント等について
※注　記載欄が不足する場合は、別紙に記載しても差し支えないこと
☆点検事項
　　①運営方針に里親、里親等委託児童、保護者及び職員の意見を反映しているか 　　　　　　　　        いる　　　いない
  　②里親、里親等委託児童、保護者及び職員に対して運営方針の説明がされているか                     いる　　  いない
　　③事業計画書、予算書及び事業報告書は作成しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　④事業計画が里親、里親等委託児童、保護者及び職員に周知されているか　　　　　　　　　 　        いる　　　いない
  　⑤施設運営にあたり、保護者との連携が図られているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　⑥施設運営にあたり、関係機関及び地域との連携が図られているか　　　　　　　　　　　　　　　　 　いる　　　いない

３　島根県の登録里親世帯数の状況
                                                　　　　　　　　　　　　　　  （　　　　年　　月　　日現在）     
	養育里親

	ＦＨ養育者
	専門里親
	養子縁組里親
	親族里親
	実世帯数

	
	
	
	
	
	


４　施設・設備等の状況
	　 設　　備
	室 数
	　床面積
	　備考

	 事務室
 相談室
 会議室

	   室
	  　   ㎡
	 


☆点検事項

　　①施設の配置、構造、面積及び設備等は「児童福祉施設最低基準」を満たしているか          　　     いる　　　いない
　　②建物・設備は本来の目的どおりに使用されているか                                               いる　　　いない
　　　また、設備を他の用に供していることにより、処遇に支障をきたしていないか　 　　　　　　　　    いない　　いる
　　③施設の設置認可又は届出事項に変更がある場合、変更届を提出しているか　 　　　　　　　　　　　  いる　　　いない
　　④補助金で整備した施設を許可なく目的外に使用していないか　 　　　　　　　　　　　　　　　　　  いない　　いる
　　⑤事務室等の清掃、衛生管理、保温、換気、採光及び照明は適切になされているか 　　　　　　　      いる　　　いない
　　⑥老朽箇所や段差等の危険箇所、要修繕箇所はないか　 　　　　　　　　                            ない      ある
　　⑦施設内の設備等の安全点検を毎月１回程度実施しているか                                    　   いる　　　いない
　　⑧遊具の安全点検を毎月１回程度実施しているか（自立援助ホームを除く） 　　　　　　　　　　　　  いる　　  いない

　　⑨トイレ等が低年齢児童などに配慮した構造及び設備となっているか                                 いる　  　いない

　　⑩来訪者用の入口、受付を明示し、外部からの人の出入りを確認しているか　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

第２　里親支援の状況及び里親等委託児童の自立支援計画等
　１　里親制度等普及促進・リクルート業務
　　（１）里親制度等の広報活動（前年度の講演会、説明会、出前講座等の開催状況、その他の広報活動）
	開催日
	場所
	内容
	参加人数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　（２）相談・調査等の状況                                                 （前年度の件数）
	
	里親登録希望者への対応
	里親登録前の調査

	
	一般相談
	個別相談
	ガイダンス
	面接
	家庭訪問

	４月
	
	
	
	
	

	５月
	
	
	
	
	

	６月
	
	
	
	
	

	７月
	
	
	
	
	

	８月
	
	
	
	
	

	９月
	
	
	
	
	

	１０月
	
	
	
	
	

	１１月
	
	
	
	
	

	１２月
	
	
	
	
	

	１月
	
	
	
	
	

	２月
	
	
	
	
	

	３月
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


☆点検事項　　

　　①里親制度その他の児童の養育に必要な制度の普及促進を行うとともに、里親になろうとする者の開拓を行っているか
いる　　　いない

　　②講演会及び説明会等の実施時期、実施回数等について、より多くの対象者が参加できるように配慮しているか
いる　　　いない

　　③里親になろうとする者の開拓に当たっては、希望者の年齢層や希望する理由、里親制度等を知ったきっかけ等について十分
　　　把握し、里親になるためにはどのような取組が有用なのかを検討するとともに、里親等になることへの不安や負担感を軽減
できるように取り組んでいるか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　２　里親等研修・トレーニング業務
（１）研修の実施状況
　Ⅰ　養育里親研修
	区分
	実施日
	場所
	内容
	受講人数

	基礎研修
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	登録前研修
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	更新研修
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　Ⅱ　養子縁組里親研修
	区分
	実施日
	場所
	内容
	受講人数

	基礎研修
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	登録前研修
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	更新研修
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　Ⅲ　専門里親研修
	区分
	実施日
	場所
	内容
	受講人数

	認定研修
	
	
	
	

	更新研修
	
	
	
	


（２）トレーニングの実施状況
　Ⅰ　未委託里親トレーニング
	開催日
	場所
	内容
	参加人数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　Ⅱ　その他のトレーニング
	開催日
	場所
	内容
	参加人数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


☆点検事項　　

　　①基礎研修、登録前研修及び更新研修の対象者、実施方法等については、各「里親研修制度の運営について」（厚生労働
省雇用均等・児童家庭局長通知）により定められたものとなっているか。　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　②未委託里親等に対する研修・トレーニングについては、事例検討・ロールプレイ、外部講師による講義の実施、施設及び既に
こどもが委託されている里親宅等における実習が行われているか。
　　③未委託里親等の養育技術の習熟度について把握するため研修・トレーニングを終了した里親のリストを作成しているか
いる　　　いない
　　④その他、里親等並びに里親になろうとする者に対する研修・トレーニングに資する業務を行っているか
いる　　　いない
　３　里親等委託推進業務
（１）里親等とのマッチング
	内容
	方針、具体的な取組内容

	委託先候補者と子どもの
委託開始前の面会・交流

	

	委託開始時の関係機関との
連携・情報共有
（児童相談所、里親支援専門
　相談員、地域の関係機関）
	


（２）関係機関との連絡調整
	Ⅰ　連絡状況（連絡機関名、連絡方法、内容）
Ⅱ　連絡会議への参加状況（会議名称、実施年月日）
Ⅲ　関係団体への加入状況（加入団体名称、加入年度）



☆点検事項　　

　　①家庭における養育環境と同様の養育環境における養育が適切であると判断されたこどもについて、そのこどもに最も
望ましいと考えられる委託候補里親等を選定するとともに、委託に向け、里親等とこどもとの間の調整又はその支援
等を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　②里親等へ委託されたこどもの養育の内容や自立に向けた支援内容等について記載した自立支援計画を児童相談所が
策定・定期的な見直しをする際に、連携を図るとともに、自立支援計画に基づき行われる里親等の養育に対する
支援を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　③関係機関と連携し、里親等への委託を円滑に進めるため、都道府県の単位又は児童相談所の単位において、里親委託等
推進委員会を開催又は参画しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　④その他、里親等委託推進に資する業務を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　４　里親等養育支援業務
（１）里親等への情報提供・訪問支援
	
	相談対応
	訪問支援

	
	委託里親等
	短期の養育を行う里親等
	その他
	

	実件数
	件
	件
	件
	件

	延べ件数
	件
	件
	件
	件


（２）短期の養育を行う里親の選定等
	内容
	方針、具体的な取組内容

	子育て短期支援事業（ショートステイ等）及び一時保護委託に係る市町村・児童相談所との連携
	

	里親等に対するレスパイト・ケアに係る関係者間の調整

	


（３）里親等の相互交流支援（交流会の実施状況）
	開催日
	場所
	対象者
	参加人数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　☆点検事項

　　①里親等への情報提供・訪問支援業務を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる 　　 いない
　　②レスパイト・ケアの調整を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる 　　 いない
　　③里親等による相互交流を実施しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる 　　 いない
　　④里親等による援助活動を実施しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる 　　 いない
　　⑤その他、利用者に対する養育支援に資する業務を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　いる 　　 いない
５　　里親等委託児童自立支援業務
（１）自立支援計画の策定
	 Ⅰ　調査の方法・内容
 Ⅱ　自立支援計画の策定時期
 Ⅲ　策定者及び決定者
 Ⅳ　策定手順・方法（関係者との協議状況等）


（２）自立支援計画の見直し
	 Ⅰ　見直し時期
    短期目標：
    長期目標：
 Ⅱ　見直しの評価方法
 Ⅲ　見直しに関わる職員 
 Ⅳ　本人の意向の取り入れ方
 Ⅴ　保護者との連携の取り方
 Ⅵ　関係機関との連携の図り方



☆点検事項　　
　　①里親等委託児童の身体状況、心理状態、家族状況及び生活態度等に基づいて自立支援計画を策定しているか
                                                                                              　　 いる　　　いない
  　②自立支援計画の策定にあたっては、里親等委託児童及び保護者の意向・希望を尊重しているか 　　　　いる　　　いない

　　③ケース会議の検討結果等を踏まえた上で自立支援計画を必要に応じて見直しているか　　　　　　 　　いる　　　いない

　　④自立支援計画に基づいた支援を実践しているか　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
  　⑤ケースごとに支援記録を整備しているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑥自立支援計画の策定や見直し時に関係機関との連絡調整を行っているか　　　　 　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑦計画見直し時に、モニタリング（評価）が行われているか                                         いる　　　いない

　　⑧計画書は、必要に応じて、里親等委託児童や保護者に開示することとされているか                   いる　　　いない

　　⑨計画の目標期間は年齢等に応じて適切に設定されているか                                         いる　　　いない
　　⑩委託解除前からの自立に向けた相談支援等を行っているか                                      いる　　　いない
⑪委託解除後の継続的な状況把握及び相談支援等を行っているか                                　いる　　　いない
　　⑫その他、自立支援に資する業務                                                           いる　　　いない
　６　里親等委託児童の自立支援等に関する関係機関との連携（前年度～）
	 
	 　年 月 日
	 　　関 係 機 関 名
	   　　　 連　携　の　内　容
	   　　　　備　　考

	
	
	
	
	


　☆点検事項　　

　　①生活態度、しつけ、金銭の使い方と管理、整理整頓等入所者が日常生活における良い習慣を確立する
　　　とともに、社会生活への適応性を高めるよう生活指導を適切に行っているか                   　　　 いる　　　いない

　　②里親等委託児童に対する心理学的・精神医学的診査を適切に行っているか　　　  　        　　      いる　　　いない

　　③里親等委託児童の教育に関する体制と環境の整備を行うとともに、入所者個々の進路方針に基づいた適切な学
　　　習指導を行っているか                                                                          いる　　　いない

　　④里親等委託児童の社会的自立を図るために個々の適性に応じた適切な職業指導を行っているか　　      いる　　  いない

　　⑤里親等委託児童の進路方針について、入所者本人の意向を尊重しているか　 　　　　　　　　　       いる　　　いない

　　⑥里親等委託児童の進路方針について、入所者の保護者、入所者が通学する学校及び児童相談所と密接な連絡を
　　　行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑦里親等委託児童の自立支援等に関して、福祉事務所、児童相談所等関係機関と綿密な連絡を行っているか
                                                                                                    いる　　　いない
　７　苦情受付窓口の設置状況

　　（１）苦情処理体制の確立
	 窓口を設置しているか
	  設置済　　　　　　前年度未設置（理由：　　　　　　　　　　　　　　　）

	 苦情解決事務処理規程
	  あり                 なし

	 窓口担当者の職種
	　苦情解決責任者（             　　）苦情受付担当者（                 　   ）

	 窓口のＰＲの方法
	              

	 第三者委員の設置
	  している（委員の数、　　　人、職業、役職等：　　　　　　　　　　　、
　　　　　　報酬：　　　　　　　）
  していない （設置の考えは、ある、当分の間　ない）

	 苦情内容の記録
	  あり                 なし

	 苦情件数（前年度）
	　　　　　　　件


　☆点検事項

　　①提供した福祉サービスに関する入所者又は保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために
　　　苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じているか　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
      また、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該施設における苦情を処理するために講ずる措置
　　　の概要について明らかにし、入所者又は保護者等にサービスの内容を説明する文書に、苦情に対
　　　する措置の概要についても併せて記載するとともに、施設に掲示する等公表しているか　　　　　　　 いる　　　いない
　　②苦情解決責任者及び苦情受付担当者が選任されているか                                       　　いる 　　 いない

　　③苦情解決の仕組みを入所者（保護者）及び職員に周知しているか                               　　いる 　　 いない

　　④苦情解決責任者には、苦情解決の責任主体を明確にするため、施設長・理事等を充てているか     　　いる  　　いない

　　⑤第三者委員に職員や理事の親族等の特殊関係にある者が選任されていないか 　　　　　　　　　　　　いない　　いる

　　⑥苦情解決の仕組みを施設の見やすい場所に掲示しているか　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　いる　　　いない

　　⑦苦情受付担当者は、ア入所者又は保護者等からの苦情の受付、イ苦情内容、入所者又は保護者等

　　　の意向等の確認と記録、ウ受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員

　　　への報告を職務としているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　　また、入所者又は保護者等からの苦情受付に際し、ア苦情の内容、イ苦情申出人の希望等、ウ第
　　　三者委員への報告の要否（第三者委員を設置している場合）エ苦情申出人と苦情解決責任者の話

　　　し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否（第三者委員を設置している場合）を書面に記録

　　　し、その内容について苦情申出人に確認しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　⑧苦情解決に社会性や客観性を確保し、入所者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進するため

　　　第三者委員を設置しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　　また、第三者委員の選任等（要件・人数・選任方法）は適正に行われているか  　               　　いる      いない

　　⑨苦情解決責任者は、苦情申出人との話し合いによる解決に努めているか     　                  　　いる  　　いない

　　　その際、苦情申出人又は苦情解決責任者が、必要に応じて第三者委員の助言を求められる仕組み
　　　となっているか（第三者委員を設置している場合）    　                                     　　いる　　　いない
　　⑩「島根県運営適正化委員会」の行う調査に協力しているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑪苦情解決の仕組みについての掲示に「島根県運営適正化委員会」を紹介しているか 　　　　　　　　　いる　　　いない
　　（２）苦情解決結果の公表
　　〔根拠〕「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について
　　　　　　（平成１２年６月７日厚生省大臣官房障害保健福祉部長ほか３局長連名通知）」
	解決結果の公表の有無　□ 有
	

	　                            □ 無
	


         公表有の場合　　　　①個人情報に関するものを除き公表しているか　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
 　　　　　　　　　　　　　  ②・□事業報告書に実績を記載した　
　　　　　　　　　　　　　　　 ・□会報に記載した（　　　　               月発行）
　　　　　　　　　　　　　　　 ・□事務所に　月から　　月まで記録等を備えていた。
　　　　　　　　　　　　　　　 ・その他（具体的に記載のこと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　
　８　ボランティア等との連携状況            （＊登録団体・個人毎に記載のこと）  　　　 (     年　　月　　日現在)
	団体・個人の別
	登録人員数
	１回当たり平均参加人員
	ボランティアの活動内容

	　団体・個人
  団体・個人
  団体・個人
  団体・個人
  団体・個人
  団体・個人
  団体・個人
	
	
	


　☆点検事項
　　①入所者の心理状態を把握し、支援に生かすため、入所者が相談しやすい環境づくりを行うとともに、
　　　適切な対応を行う体制を確立しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　 　　いる　　　いない

　　②ボランティアや実習・研修等の受け入れを積極的に行い、入所者の支援向上に活用しているか  　　　　いる　　　いない

　　③「子どもの権利ノート」を対象者児童が所持しているかどうか定期的に確認しているか　　　 　　     いる　　　いない
④「子どもの権利ノート」のハガキを投函する意見箱を設置しているか　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
第３　施設の運営管理の状況
　１　運営管理に必要な諸規程の整備状況
（１）施設運営管理に関する諸規程等
	規程等名称
	整備状況
	直近の改正年月日
	規程等名称
	整備状況
	直近の改正年月日

	定　　款
	有  無
	　　　　年　　月　　日
	防火管理規程
	有  無
	　　　　年　　月　　日

	運営規程
	有  無
	　　　　年　　月　　日
	経理規程
	有  無
	　　　　年　　月　　日

	就業規則
	有  無
	　　　　年　　月　　日
	業務継続計画(災害等)
	有  無
	　　　　年　　月　　日

	給与規程
	有  無
	　　　　年　　月　　日
	業務継続計画(感染症)
	有  無
	　　　　年　　月　　日

	旅費規程
	有  無
	　　　　年　　月　　日
	安全計画
	有  無
	　　　　年　　月　　日


（２）運営規程の重要事項の整備状況等
	 　　項　　　目　　　　
	   整備の状況

	 施設の目的及び運営方針　　　　
	    有　　無

	 職員の定数、区分及び職務内容
	    有　　無

	 里親に対する支援の内容
	    有　　無

	 里親の守るべき事項
	    有　　無

	 非常災害対策・緊急時対応
	    有　　無

	 虐待防止対策に関すること
	    有　　無

	 その他施設管理についての重要事項
	    有　　無


　　（３）運営規程の職員、利用者等に対する周知の状況
	
	 周知の有無
	   　　　　    周知の方法

	　 職　　　員
	 　有　　無
	

	里親及び保護者
	 　有　　無
	


　☆点検事項　　
　　①運営規程、就業規則等必要な諸規程が整備され、当該規程に基づいて適切に運用しているか　　　　  いる　　　いない
　　②就業規則等（労使協定を含む）が職員に周知されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　③職員が職務上知り得た利用者等の個人情報について在職中及び退職後も守秘義務を課する
　　　規定が就業規則、雇用通知書、誓約書等に盛り込まれているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（４）その他の諸帳簿及び記録の整備状況（整備している帳簿に◯印を付すこと）
	  区　　分
	　  　　　　　     帳簿の名称、種類

	運営に関する
記録
            
	・事務分掌　　・事業日誌　　・沿革に関する記録　　・職員の勤務状況、給与等に関する記録
・施設運営に必要な諸規程　　・月間及び年間の事業計画及び事業実施状況表
・重要な会議に関する記録　　・関係官署に対する報告書等の文書綴

	里親に関する記録等
	・里親名簿　　・支援に関する日誌　　

・里親台帳（支援に関する事項その他必要な事項を記録したもの）

	会計経理に関
する記録
	・収支予算及び収支決算に関する書類　　・金銭の出納に関する記録　　・物品受払に関する記録
・収入支出に関する記録　　・資産に関する記録証拠書類綴


　☆点検事項

　　①施設運営に必要な帳簿は整備され、実態に併せて適宜改定されているか                            いる　　   いない

　　②里親に対する支援の記録が整備され、保存年限の定めにより適切に保管されているか　　　　        いる　　　 いない

　　③各職員の所掌事務は事務分掌表で明確にされているか　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　 いない
　　（５）里親等委託児童の権利擁護に関する規程の制定状況
　☆点検事項

　　①里親等委託児童の意見表明の機会を定期的あるいは随時に設定しているか        　  　　　        いる　　　いない

　　②里親等委託児童の人権を侵害する行為が発生しないよう、運営規程、あるいは就業規則などに里親等委託児童に
対する体罰等を行った職員の処分規定などを明確に示し、職員への徹底が図られているか
（セクシュアルハラスメント行為を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　③児童の権利擁護に関し、施設内研修を開催しているか          　                      　　　　　いる      いない

　　④里親等委託児童に対し、職員による虐待が行われていないか　　　　　　　　　　　　　　　　      いない　　いる
　　⑤虐待があった場合の「対応マニュアル」等対応方針が作成されているか　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑥里親等委託児童等に対し、身体的苦痛を与え、人格を辱める等していないか　　　　　　　　        いない　　いる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　⑦虐待の事実を発見（虐待情報の入手）したときには、市町村等関係機関へ通報しているか　　　　　　いる　　　いない
　　⑧職員等に対し、日頃から会議等（掲示等）で虐待防止の確認（啓発）が行われているか　　　　　いる　　 いない

　２　職員の配置状況　　　                                                        
（１）職員配置
                                                                            　　　　　(　　　年　　月　　日現在) 

	職種別
	必置職員
	加算職員

	年度
	セ
ン
タ
｜
長
	里親
制度
等普
及促
進担
当者
	里
親
等
支
援
員
	里
親
研
修
等
担
当
者
	心
理
療
法
担
当
職
員
	親子
関係
再構
築支
援（
家庭
支援
専門
相談
員）
	自
立
支
援
担
当
職
員
	里
親
等
支
援
員
	管
理
宿
直
等
職
員
	非
常
勤
	そ
の
他
	合
計

	前年
度
	当初
	（非常勤）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	常勤換算数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	採用
	内部異動
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 実　　数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	退職
	 内部異動
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 実    数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	末
	（非常勤）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	常勤換算数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当年度
	当初
	（非常勤）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	常勤換算数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	採用
	 内部異動
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 実    数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	退職
	 内部異動
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 実　　数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	現在
	（非常勤）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	常勤換算数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	配置基準数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	不足数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※注１　「常勤換算数」（下段）は、常勤職員数（給与表適用職員）にパート等非常勤職員（上段「非常勤再掲」欄に実数を

記載）を常勤換算して得た数を加えて記入すること

　　　　　　この場合の換算数とは、職種ごとに、それぞれの非常勤職員の週当たり実労働時間の合算数を常勤職員の週当たりの実

労働時間で除して得た数（四捨五入により少数点第１位まで記入）とする

　　　　２　「採用」・「退職」欄については、法人内部での異動者数及び試用期間満了による退職後に引き続く本採用者数を、

上覧(内部異動)に別計上すること
　○職員不足による対応状況及び補充計画（配置基準より不足する場合のみ記入）
	


　（２）施設長の専任・兼任の状況
　  □専任                                  
	　 □兼任
	
	
	兼任施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
施設勤務状況：兼任先    週　　　日、１日　　　時間

	
	
	

	
	　　　　　　　　当該施設  週　　　日、１日　　　時間
　　　　　　　　（注）直近６か月間の平均で記入のこと。

	
	
	辞令交付状況：兼任先    無　　有（発令　　　　年　　　月　　　日）


　　　　　　　　　　　　　　　当該施設  無　　有（発令　　　　年　　　月　　　日）
（３）施設長の資格取得の有無
　　□有　　　（取得年月日　　　　年　　　月　　　日）
　　□無　　　（資格取得計画の有無　　有　・　無　　）
　　　　　（資格取得計画の内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　☆点検事項

　　①職員は配置基準を充足しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　いる　　　いない

　　②特に直接処遇職員は原則として常勤職員によって基準数が確保されているか　 　　  　　　　　　　いる　　　いない

　　③原則として専従の職員が確保されているか　　　　　 　　　　 　　　　　　 　　  　　　　　　　いる　　　いない

　　④措置費等の加算と職員の配置が適合しているか　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　  いる　　　いない

　　⑤資格を必要とする職種につく職員は、全て必要な資格を有しているか　　　　　　　　　 　　　　　いる　　　いない

　　⑥施設長は資格要件を満たしているか 　　　 　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　いる    　いない

　　⑦兼務施設長の場合、施設の運営管理に支障が生じていないか   　   　　　   　　　　　　　  　　いない　　いる

　　⑧産休・育休・病休等の代替職員が確保されているか                                     　　　　いる　    いない
　　⑨兼務職員の配置により、利用者処遇に支障をきたしていないか 　　　　　　　　　　　　　　　　　いない　　いる

　　⑩労働条件の改善等に配慮し、職員の定着促進及び離職防止対策を講じているか 　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑪夜勤職員及び宿直職員について、措置費算定上の職員が配置されているか 　　　　　　　　　　　　いる　　　いない　　
　３　職員の勤務状況

　　（１）１日の勤務形態及び業務内容
	
	  ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
                           
	勤務時間数
	始業時間
	終業時間

	
	
	実働
	休憩
	 計
	
	

	センター長
	 ＜記載例＞   　　（１） 　　　　　　　　　　　　
	7:30
	1:00
	8:30
	8:30
	17:00

	里親制度等普及促進担当者
	 ＜記載例＞ （３） 　　　　　　　　　　　　 
	8:00
	1:00
	9:00
	6:00
	15:00

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


 　※注１　本表は施設毎に職種別・勤務形態別に平常の勤務時間について記入すること
なお、人数を冒頭に（　）書きで記載すること
なお、複数職種で同一の勤務形態がある場合は、当該職種を明記して一形態のみ記載すること

　　　 ２　「早番」「遅番」「準夜勤」「深夜勤」については、勤務形態ごとの時間を記載すること

　　　 ３　直近４週間の勤務割表を添付すること
（２）引継（申し送り）時間　　　　　朝：　　時　　分　／　夕：　　時　　分

　☆点検事項

　　①毎月の勤務表を作成し、勤務時間・職員配置・兼務関係等を明確にするとともに、職員に周知
　　　しているか 　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
②就業規則等に労働基準法及び育児介護休業法等で定められた絶対的記載事項が盛り込んでいるか 　　いる　　　いない
　　③勤務時間、労働時間、休憩、休暇、交替方法等が適正に定められているか 　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　④週４０時間労働が実施されているか                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑤変則勤務を実施する場合、適正な勤務時間になっているか（連続１７時間以内） 　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑥指導員等の夜間勤務を行う者について長時間勤務の解消に努めているか   　      　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑦年次有給休暇の取得、夜勤、宿日直、産休・育児休業等の取り扱いは適切に行われているか      　 いる　　　いない

　　⑧宿直・日直等の勤務を行っている場合に、その勤務について労働基準監督署の許可を受けているか　 いる　　　いない

　　⑨夜間の勤務形態は適当であるか      　　                                      　　　　　　　 ある　　　ない

　　⑩就業規則等について、所轄の労働基準監督署に届け出されているか 　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑪３６条協定等労使に関する協定が締結され、所轄の労働基準監督署に届け出されているか　　 　　　いる　　　いない

　　　（変則労働時間制等）

　　⑫時間外勤務にあたり、時間外勤務命令簿等の書面により命令が行われているか 　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　⑬１年単位の変形労働時間制を実施している場合、労使協定を締結し、労働基準監督署に届け出て
　　　実施しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　⑭タイムカードにより勤務時間が管理されている場合、適正に管理されているか 　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑮給与から法定で定める経費以外の経費を控除するにあたって、２４条協定が締結されているか 　　　いる　　　いない

　　⑯給与の口座振込にあたって、本人の同意が得られているか（口頭での同意も法令上可） 　　　　　　いる　　　いない

　　⑰６５歳未満の定年制を設けている場合、定年の引上げ、継続雇用等措置を講じているか 　　　　　　いる　　　いない

　　⑱産前・産後休暇が法定どおり付与されているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑲ハラスメント（パワハラ、セクハラ等）の禁止規定が就業規則等に規定されているか　　　　　 いる　　 いない
　４　職員会議等の実施状況
	会議等の名称
	参加職員の範囲
	実施状況
	記録の有無
	記録者の職種
	会議等の主な内容

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


 　※注１　職員会議・ケース会議・給食会議等各種会議の実施状況及び各種検討委員会等の活動状況について記載すること

　　　 ２　会議等の内容については、主な議事内容を具体的に記載すること

☆点検事項

　　①職員会議等が定期的に開催されているか  　                             　　　　　　　　　　   いる　　　いない

　　②職員会議等の記録が整理され、施設長をはじめ関係職員に回覧報告されているか　　　   　　　　　 いる　　　いない

　　③職員会議や自主的内部点検を通じて、施設運営全般の状況把握及び職員の創意工夫を施設運営へ
　　　反映させる取組を積極的に行うなどにより、施設サービスの向上を図っているか　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　④施設長等幹部職員が職員会議等に参加しているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　⑤必要に応じて関係機関等の職員の参加を得て会議等を開催しているか 　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　５　職員研修の状況

　　（１）施設内研修（前年度）
	実施月
	             研修会名・内容
	   講師の別
	  参加職種
	参加人数
	研修日数

	
	
	
	
	
	


  　※注　「講師」欄は、内部講師の場合は「内（職種）」と、外部講師の場合は「外（例：開業医）」等と記入すること
　　（２）施設外研修（前年度）
	実施月
	　　　　　　研修会名・内容
	　 開催者・場所
	　参加職種及び人数
 （個人名記載の要なし）
	研修日数 
	 研修結果の  報告方法

	
	
	
	
	
	


  　※注　既存の資料（事業報告書等）に代えて差し支えないこと
　☆点検事項

　　①職員の資質向上を図るため、系統的・効果的な研修計画が立てられ計画的に行われているか  　　　　いる　　　いない

　　②研修参加する職員に偏りがないか　　　　　　　　　　　                    　　　　　　　　　　ない　　　ある

　　③職種別の外部研修等への積極的参加が行われているか                        　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　④外部研修等へ参加した職員が施設内で伝達研修（報告）を行っているか　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑤内部研修及び新任研修が行われているか 　                                                     いる　　　いない

　　⑥入所者の権利擁護に関する研修が行われているか        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑦人権・同和問題に関する研修が行われているか                                                  いる      いない

　　⑧研修後に報告会を開催、又は復命書を回覧する等により、研修内容を周知し、現場に活かして
　　　いるか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  いる　　　いない

　　⑨研修効果についての把握（評価）が十分なされているか 　　                        　 　　　　　いる　　　いない
６　職員の給与等の状況（公立施設は記入不要）
　　（１）職員の給与等の状況                                      （単位：円）              (　　年　　月　　日現在)
	 職名
	専任・兼任
	職員記号番号等
	年齢
	資格の有無
	最終学歴
	就職年月日
	勤務年月
	　　本   俸
	　　　　　　　　　　　　直近月（　　月）分給与支給総額
	退職共済制度加入
	有給休暇

	
	
	
	
	
	
	
	
	(級号)
前年４月分
	(級号)
当年４月分
	給与格付
	 本俸
	諸手当
	 合計
	
	前年保有日数
	前年取得日数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	管理職
	特殊勤務
	扶養
	通勤
	住居
	宿日直
	期末
	時間外
	手当計
	
	
	
	

	<例>
指導員
	専
	Ａ
	40
	無
	高卒
	90.10.1
	 9年6月
	(3-5)250,000
	(3-6)255,000 
	3-7
	260,000
	
	8,000
	
	2,200
	
	6,800
	
	
	17,000
	277,000
	有
	３８
	１５

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※注１  本表は直近月の初日現在の全職員（パートタイマー、嘱託医も含む）の状況により記載すること
　　２  複数の職員数となる職種については「小計」欄を設け、人数、平均年齢、平均勤続年数、平均本俸月額、平均総支給額を
記載すること。なお「合計」欄には全職種について同様に記載すること

　　３　「専任、兼任の別」欄には、当該施設のみに常時勤務する場合を専とし、他の施設にも勤務する等、他にも時間的拘束の

　　　　伴う仕事を持っている場合は兼とする

　　４  「本俸」欄は、当該職員が適用を受けている給料表の前年４月及び当年４月分給与に係る級号俸については、上段に
（　　）書きし、当該級号俸に係る本俸月額については、下段に記載すること

　　５　併設するデイ・サービスセンター等に主として勤務する者については、別記とすること

　　６　「（　　月分）給与」欄について、直近月初日現在の本俸及び支給総額を記入すること
なお、給与諸手当の内訳については、必要な欄数を追加して記載すること
☆点検事項

　　①初任給格付基準、前歴換算表、標準職務表の給与三表が整備され、給与格付、昇給、昇格、
　　　諸手当等は規程に基づき適正に実施されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　②給与水準は、施設所在地の地方公共団体等の給与水準を勘案する等妥当なものとなっているか　 　　いる　　　いない
　　③施設長の給与は著しく高額となっていないか　　　                    　　　　　　　　　　　　 いない　　いる
　　④非常勤職員等について定めた規定、雇用契約、賃金の支払い等が適切に行われているか 　　　　　　いる　　　いない
　　⑤労働者名簿が作成されているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑥賃金台帳が作成されているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑦割増賃金の規定及び算出方法は適正に行われているか                               　   　　　 いる      いない
　　　　時間外　　　　：１２５／１００（休日の場合は、１３５／１００）以上
　　　　時間外の深夜  ：１５０／１００（休日の場合は、１６０／１００）以上

　　⑧規定外の手当が支給されていないか  　　　　　　　　　　                   　  　　　　　 　 いない 　　いる

　　⑨諸手当は職員からの届出や挙証資料の提出を受け、内容確認のうえ支給しているか 　　　　　　　　いる　　　 いない

　　⑩諸手当は規定どおりの支給率で支給しているか                                               　いる　　　 いない

　　⑪給料規程が適宜改正されているか（民間施設給与等改善費を反映）               　　　　　　　　いる　　　 いない
　　（２）労使協定等の状況
 　 ア 【24条協定】
　　　　 協定締結の有無        （　有　　無　）
         協定期間　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日
         協定書記載の協定事項（具体的）　　　　　　　　　　　　　　　
         給与等からの実際の法定外控除の具体的内容  （具体的）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
         協定内容と実際の控除内容は同一か（　同一　　同一でない　）
　  イ 【給与の口座振込み】
         給与の口座振込みの有無      （　有　　無　）
         給与の口座振込みに関する職員の同意書の有無     （　有　　無　）
    ウ 【36条協定】
         協定締結の有無        （　有　　無　）
         協定期間　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日
         労働基準監督署への届け出の有無     （　有　　無　）
　　（３）給与等に係る初任給格付決定の状況
	現在の職名
	  職　　員
　記　　号
　番　　号
　等
	 年齢
	最終学歴
	就職年月日
	採用時の初任給等決定の状況
	給与決定伺文書の有無
	給与等決定伺文書への添付書類整備状況（有無を記載）
	辞令交付の有無
	理事会報告の有無
	採用時の就業規則等の説明の有無

	
	
	
	
	
	標準職務表による格付
	初任給格付標準表による格付
	前歴換算表による換算経験年数
	調整経験年数
	最終算定給与
	
	履歴書
	卒業証明書
	資格証明書
	給与算定書
	扶養届
	住居届
	通勤届
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 級号俸
	 給与額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


    ※前年度４月１日以降に採用された正規職員全員について記入すること
　　（４）定期昇給の状況
　　　昇給時期：　　　　　月、　　　　　月
　　　昇給率の決定方法：　　　　　　　　　
　（５）同職種、同学歴、同年齢、同勤務年数の職員の状況（前年度以降）
	職　種
	職員記号番号等
	学　歴
	年　齢
	 勤務年数 
	 本　俸
	    　　備考

	
	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　（６）職種は異なるが同学歴、同年齢、同勤務年数職員の状況（前年度以降）
	職　種
	職員記号番号等
	学　歴
	年　齢
	 勤務年数 
	 本　俸
	    　  備考

	
	
	
	
	　
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　☆点検事項

　　①同職種、同学歴、同年齢、同勤務年数の職員間に給与等の不均衡はないか　　　　　　　　　　　　　ない　　　ある
　７　職員の健康管理

　　（１）職員の定期健康診断
	期　　間
	実施人員
	実施職種
	検査項目
	検査結果
	検査機関

	
	　　　　人
	全 職 員
	
	
	

	
	
	夜 勤 者
	
	
	

	生活習慣病検診
	期　 日
実施人員


　☆点検事項

　　①職員の健康診断は定期的に行われているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　いる　　　いない

　　②職員の健康診断の実施項目、内容は適正に行われているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　③指導員等夜間勤務を行う職員については年２回行われているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　④健康診断の個人結果の記録が作成され、職員に通知されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑤採用時健康診断を実施しているか                         　　　　　　　　　　 　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑥健康診断結果を受け、職員個々について健康管理を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　８　会計・経理の状況（公立施設は記入不要）

　　（１）管理体制の確立

　☆点検事項

　　①会計責任者、出納職員等が置かれているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　②会計責任者、出納職員等が任命されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　③会計責任者と出納職員とが兼務でなく、内部牽制体制が図られているか　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　④現金、通帳及び通帳印鑑の各保管責任者が明確になっているか　　　　　　　　　　　　　　　　 　 いる　　　いない

　　⑤現金、通帳及び通帳印鑑が各保管責任者の管理下で別々の金庫等に保管されているか　　　　　　　　いる　　　いない
　　⑥適正に事業費（事務費）を支出しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　　（注）注文伝票、納品伝票、請求書、領収書等の証ひょうと支出が一致していること
　　⑦収入・支出に当たっては、経理規程で定める手続きに従って行っているか　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑧通常の支払は口座振込で行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑨小口現金の保有額が限度額を超えていないか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いない　　いる

　　⑩月次報告書は毎月理事長に提出されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑪会計諸帳簿が適正に記帳、整理、保管されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑫現金で業者等に支払っている場合、現金出納簿で経理しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑬契約は経理規程に準じて適正に行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　
　　（２）内部監査

　☆点検事項

　　①内部監査を実施しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　②内部監査を直接会計事務に関与していない者により実施しているか　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　③監査チェックリストに基づき内部監査を実施しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　④内部監査報告書を作成しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　（３）支払資金残高・積立金の状況

　　Ⅰ　前年度末支払資金残高　　　　　　千円（前期末支払資金残高　　　　　千円、当期資金収支差額合計　　　　千円）
　　Ⅱ　前年度末積立金　　　　　　千円（人件費　　　　　　千円、施設整備等　　　　　　千円）
　　　　　うち前年度積立金　　　　　千円（人件費　　　　　　千円、施設整備等　　　　　　千円）

　　Ⅲ　前年度収支　収入　　　　　千円（うち、積立預金取崩収入　　　　千円）

　　　　　　　　　　支出　　　　　千円（うち、積立預金積立支出　　　　千円）

 〔参考〕「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」（平成１６年３月１２日雇児福発
　　　  第031200号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長ほか連名通知）
　☆点検事項

　　①適正な措置人数、保護単価により措置費等の請求が適正に行われているか　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　②運営費は適正に運用され、弾力運用も適正に行われているか                   　 　  　　　　　　いる　　　いない

　　③運営費の弾力運用は、次の要件をすべて満たした上で行われているか                              いる　　　いない

　　　イ適正な法人運営が確保されているか                                                          いる　　　いない

　　　ロ適正な施設運営が確保されているか                                                          いる　　　いない

　　　ハ社会福祉法人会計基準に基づく財産目録、計算書類が公開されているか　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　　ニ入所者本位のサービス提供のため、毎年度、次のいずれかが実施されているか                    いる　　　いない

　　　　　・入所者等に対して苦情解決の仕組みが周知されており、第三者委員を設置して適正な対応を
　　　　　　行っているとともに、入所者等からのサービスに係る苦情内容及び解決結果の定期的な公表
　　　　　　を行うなど、入所者の保護に努めているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　　　　・「社会的養護関係施設における第三者評価及び自己評価の実施について」（令和4年3月
　　　　　　23日子発0323第3号厚生労働省子ども家庭局長ほか連名通知）に基づき、第三者評価を
　　　　　　受審し、その結果についても公表を行い、サービスの向上に努めているか　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　④運営費の弾力運用が認められない法人で、積立金の目的外使用について県へ協議しているか　　　　　いる　　　いない

　　⑤運営費の弾力運用が認められない法人で、前期末支払資金残高の取崩について県へ協議しているか　　いる　　　いない

　　⑥運営費の人件費、管理費及び事業費の相互流用は、③イ～ハを満たした上で行われているか          いる　　　いない

　　⑦運営費等の本部拠点（サービス）区分への繰入額は、民間施設給与等改善費として加算された額と
　　　施設拠点（サービス）区分で発生した運用収入を限度としているか　　　　　　　　　　　　　　　  いる　　　いない

　　⑧運営費等の本部拠点（サービス）区分への繰入額は、施設等の整備等に係る経費として借入れた借
　　　入金の償還金等の法人本部が負担すべき経費に充当されているか                                  いる　　　いない

　　⑨資金収支差額は、優先的に各種積立金に充てられているか　　　                                  いる　　　いない

　　⑩人件費積立金及び施設整備等積立金は、将来発生が見込まれる経費として使用計画を作成の上、繰
　　　り入れているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　⑪運営費の管理・運用については、安全確実でかつ換金性の高い方法で行われているか                いる　　　いない

　　⑫各積立金の目的外使用については、法人の経営上やむを得ないものとして理事会の承認を得た上で
　　　行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑬前期末支払資金残高の取崩については、あらかじめ理事会の承認を得た上で行われるとともに、当
　　　該施設の人件費等通常経費の不足分の補填等、適正な用途に充てられているか                   　 いる　　　いない

　　⑭運営費の法人内の各施設拠点（サービス）区分、本部拠点（サービス）区分又は特別会計への資金
　　　の貸借については、当該年度内に限り、本部拠点（サービス）区分を経由して行われているか        いる　　　いない

　　⑮入所者の生活に必要な被服、布団等の日常生活用品等であって、施設経理区分で負担すべき経費を
　　　入所者に負担させていないか　　　　　　　　 　                    　                         いない　　いる
　　⑯旅費規程に基づいて、旅費が支払われているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑰当期末支払資金残高が当該年度の運営費収入の３０％を超えていないか　　　　　　　　　　　　　　いない　　いる
　　　※注　積立金は人件費及び施設整備等に係るものを計上し、国庫補助金等特別積立金及びその他の積立金は対象外とする
　　（４）補助金、寄付金、利用者負担金等収入の状況

　☆点検事項

　　①補助金収入、使途は適正に行っているか  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       いる　　　いない
　　②寄付金は寄付者の意図が反映され、適正に執行しているか　　　　　　　　　　　　　　　　      　 いる　　　いない

　　③利用者又は利用者家族等に寄付金を強要していないか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       いない 　 いる

　　④職員、取引業者に寄付金を強要していないか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       いない 　 いる

　　⑤利用者負担金の収入手続きは適正に行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         いる　　　いない

　　⑥職員給食費を徴収している場合、その額及び収入手続きは適正に行っているか　　　　　　　         いる　　　いない

　　⑦小口現金出納帳の現金残高が経理規程に定められた範囲内となっているか　　　　　　　　　　       いる　　　いない

　　⑧税金・社会保険料が適正に納付されているか　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        いる　　　いない

　９　措置費（児童保護措置費）について
　☆点検事項

　　①措置費が措置費手帳に記載されている目的のとおりに使われているか　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　②費目毎の支弁対象児童は、措置費手帳に記載されたものに合致しているか　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　③施設機能強化推進費を活用し事業実施しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　④保護単価に含まれる民間施設給与等改善費分が職員に支給されているか　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　⑤事務費に含まれる処遇改善分が対象職員に支給されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

第４　災害防止対策の状況

　１　非常災害に関する避難計画又は対応マニュアル　　
　　　　火災に関する避難計画等　　　　　　　（　有：　　　　年　　月　　日策定　　・　　無　）
　　　　地震に関する避難計画等　　　　　　　（　有：　　　　年　　月　　日策定　　・　　無　）
　　　　水害・土砂災害に関する避難計画等　　（　有：　　　　年　　月　　日策定　　・　　無　）
　　　　原子力災害に関する避難計画等　　　　（　有：　　　　年　　月　　日策定　　・　　無　）
	計画の概要 （基本的考え、地域防災組織との連携状況等）


　２　非常災害に関する地域指定の状況

　☆点検事項

　　①水防法において指定された浸水想定区域内に立地しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　②土砂災害警戒区域内（土砂災害特別警戒区域を含む）に立地しているか 　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　③非常災害（水害・土砂災害を含む）に関する避難訓練を実施しているか　　 　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　④原子力災害に関する避難訓練を実施しているか　※松江市・安来市・出雲市に所在する施設 　　　　いる　　　いない

　　⑤非常災害対策計画（避難確保計画）に次の項目すべてが定められているか　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　　　計画の中に定められている項目に○をしてください

　　　　　　・児童福祉施設等の立地条件（地形　等）
　　　　　　・災害に関する情報の入手方法（「避難準備情報」等の情報の入手方法の確認　等）

　　　　　　・災害時の連絡先及び通信手段の確認（自治体、家族、職員　等）

　　　　　　・避難を開始する時期、判断基準（「避難準備情報発令」時　等）

　　　　　　・避難場所（市町村が指定する避難場所、施設内の安全なスペース　等）

　　　　　　・避難経路（避難場所までのルート（複数）、所要時間　等）

　　　　　　・災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な職員数　等）

　　　　　　・関係機関との連絡体制

　３　自力避難が困難な乳幼児等への防災上の配慮
	


４　消防計画及び防火管理者の届出状況

　　※消防計画：利用者及び職員を含めて３０名以上の施設が対象
	消防計画作成年月日
	       　　　　　年　　月　　日

	計画の消防署への届出（直近）
	　　　　　　 　　年　　月　　日

	防火管理者
（資格取得年月日）
	（職種のみ記載）
　　　　　　 　　年　　月 　 日

	資格取得の方法
	

	防火管理者が「管理、監督の地位の者かどうか」
	地位の者である　　　地位の者でない


　５　防災設備等の状況
	施設・設備
	消防法令による設備義務の有無
	整備状況

	防
火
設
備
	避難階段
	有　・　無
	有(　　カ所)・無

	
	避難口（非常口）
	有　・　無
	有(　　カ所)・無

	
	居室・廊下・階段等の内装材料
	有　・　無
	有　・　無

	
	防火戸・防火シャッター
	有　・　無
	有(　　カ所)・無

	消
防
用
設
備
	屋内消火栓設備
	有　・　無
	有(　　カ所)・無

	
	屋外消火栓設備
	有　・　無
	有(　　カ所)・無

	
	スプリンクラー設備
	有　・　無
	有　・　無

	
	自動火災報知設備
	有　・　無
	有　・　無

	
	非常通報装置
	有　・　無
	有　・　無

	
	漏電火災報知器
	有　・　無
	有　・　無

	
	非常警報設備
	有　・　無
	有　・　無

	
	避難器具(すべり台・救助袋)
	有　・　無
	有(　　カ所)・無

	
	誘導灯及び誘導標識
	有　・　無
	有(　　カ所)・無

	
	防火用水
	有　・　無
	有　・　無

	
	非常電源設備
	有　・　無
	有　・　無

	
	消火器具
	有　・　無
	有　・　無

	カーテン・布製ブラインド等の防炎性能
	有　・　無
	有　・　無


　６　防災設備の点検状況
	業務委託による点検
	　有（年　　回）　　無
	委託契約書の有無
	 有
 無
	異常事項、改
善状況の有無
	　有
　無

	自主点検
	点検事項
	
	
	
	
	


　７　非常時の連絡体制・避難体制及び地域の協力体制の状況
	 自動転送システムの設置
	有　　無
	  緊急時連絡網等の整備
	有　　無


　８　各種防災訓練の実施状況 （前年度、今年度の防災訓練等の実施状況）
	 項目

	  避難
	  救助
	  通報
	  消火
	(再掲)
夜間又は夜間想定
	消防署立会
	防火訓練記録簿整備
	防災に関
する研修
	地元消防組織や自治会への訓練要請依頼
	地元消防組織自治会などが訓練への参加
	宿直者の
防災訓練
への参加
	防火管理
委員会

	今年度
	有(　回)
無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無

	前年度
	有(　回)
無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有(　回)無
	有
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無
	有(　回)
無


      　※注　有無及び開催回数を記入のこと
　９　管理宿直の状況 （該当に◯印を付すこと）
	 管理宿直者設置の有無
	  置いている  　職員（嘱託、臨時職員を含む）     外部委託 

	
	　置いていない (理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　)


　☆点検事項

　　①消防法令に基づくスプリンクラー、屋内消火栓、非常通報装置、防災カーテン、寝具等の設備が

　　　整備され、また、これらの設備について専門業者により定期的に点検が行われているか　　　　　　　いる　　　いない
　　②非常時の際の連絡・避難体制及び地域の協力体制は、確保されているか                            いる　　　いない

　　③消火訓練及び避難訓練は、消防機関に消防計画を届出の上、月１回以上適切に実施されているか      いる　　　いない
　　④入所施設においては、その内１回は夜間訓練又は夜間を想定した訓練が実施されているか　          いる　　　いない
　　⑤避難訓練等の実施記録が整備されているか      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑥立会した消防機関からの指摘事項は是正されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　  　いない

　　⑦消防設備、避難経路等を図示した図面を作成、掲示しているか  　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑧消防設備、避難経路、非常連絡網、防災マニュアル等が職員に配布され、防災ビデオを利用した
　　　防災教育を行う等防災体制が各職員に浸透しているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない
　　⑨消防計画の内容を関係者に周知しているか     　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑩消防計画に防災対策（地震・台風・風水害）が盛り込まれているか　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑪各部署に火気取扱責任者を定めているか　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　⑫夜間の火気取締者を決めているか　　　　　　　                　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑬防火管理について全職員の責任分担が明確になっているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　⑭夜間の勤務（宿直）体制が確保されているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　⑮消防計画に定める消防用設備等の自主点検及び法定点検を実施しているか                        　いる　　　いない
　　⑯消防設備の法定点検結果が所轄消防署に報告されているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

第５　里親及び里親等委託児童の安全管理及び個人情報保護

　１　里親及び里親等委託児童の安全管理（緊急時・事故発生時）に関するマニュアルの策定状況　（　有　　　無  ）
　２　事故発生の概要  （前年度から直近月まで）
	年　　月
	状　　　　　　況
	対　　　　　応

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　３　不審者等を想定した訓練の実施  （前年度）
	年　　月
	内　　　　　　容
	参　加　状　況

	
	
	


　☆点検事項　　
　　①事故発生時の対応マニュアルが作成されているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　 いる　　　いない

　　②日常の安全管理（緊急時・事故発生時）について、職員の共通理解と充分な体制がとられているか    いる　　　いない

　　③事故が発生した場合、医師、保護者、職員等緊急連絡体制が整備されているか 　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　④里親及び里親等委託児童の安全対策のために、地域や関係機関との連携が充分にとられているか
                                                                                                  いる　　　いない

　　⑤里親及び里親等委託児童に事故が発生した場合は、速やかにその家族、実施機関等に連絡するとともに必要な措置を

　　　講じているか。（マニュアルに添った対応がなされているか）                          　　　　　いる　　　いない

　　⑥緊急時及び事故発生時に講じた処置を記録しているか　　                                 　　　 いる　　　いない
　　⑦賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに対応しているか                                      いる　　　いない

　　⑧事故が発生した際には、その原因を解明し再発を防ぐための対策を講じているか             　　　 いる　　　いない

　　⑨事故発生時に市町村等へ報告されているか 　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる　　　いない

　　⑩「児童福祉施設（入所型）における防犯に係るチェックリスト」を利用した自己点検を実施し、里親及び里親等委託
      児童等の安全確保に努めているか　※平成28年9月28日付け青第462号県青少年家庭課長通知　　　いる　　　いない
４　「安全計画」の策定状況等
（R6.4.1～義務化）
☆点検事項
　　①安全計画が策定されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　②策定した安全計画について、職員に周知しているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
③策定した安全計画について、職員に対し研修や訓練を定期的に実施しているか。　　　　　　　 いる　　　いない
　　④策定した安全計画について、定期的に見直し・変更を行っているか。                        いる　　　いない
　  ⑤児童の通園・施設外活動等のために自動車を運行する場合、児童の自動車への
乗降車の際に点呼等による所在確認を行っているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　   いる　　　いない
　５　「業務継続計画」の策定状況等（努力義務）
☆点検事項
①業務継続計画が策定されているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない
　　②策定した業務継続計画について、職員に周知しているか。　                                いる　　　いない
　  ③策定した業務継続計画について、職員に対し研修や訓練を定期的に実施しているか。　　　　　 いる　　　いない　
④策定した業務継続計画について、定期的に見直し・変更を行っているか。　　　　　　　　　　 いる　　　いない　
⑤感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修・訓練を行っている　　　　　　　　　　 いる　　　いない　
　６　里親及び里親等委託児童等の個人情報保護
	 （里親及び里親等委託児童や家族の秘密保持に関する職員への指導状況等）


☆点検事項　　
　　①職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た里親及び里親等委託児童又はその家族の秘密を漏らしていないか
                                                                                                  いない　　いる

　　②プライバシーポリシーや個人情報保護規程等が整備されているか 　　　　　　　　                 いる　　　いない

　　③個人情報保護のための責任体制が確保されているか（個人情報保護管理者の設置等） 　　　　　　　 いる　　　いない

第６　その他

　１　社会福祉施設運営に関する総括的事項

　☆点検事項　　
　　①施設運営に当たり、入所生活全般にわたって入所者の意志及び人格を尊重し、入所者の立場に
　　　立って支援を行っているか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          いる　　　いない

　　②施設の管理の都合により、入所者の生活を不当に制限していないか　   　　　　　　　　　    　　 いない　　いる

　　③第三者評価を３年に１回以上受審しているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　　いない

　　　　受審している場合：〔受審年度：　　　年度〕　〔評価機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　　④また受審結果を公表しているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　 いない
　　　　公表している場合：〔公表方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　　⑤第三者評価を受審していない年は自己評価を行っているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる 　　いない
　　⑥自己評価結果を公表しているか 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いる　　 いない

　　　　公表している場合：〔公表方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　〕

　２　社会福祉施設運営上の県に対する要望事項等

　３　添付書類

　　（１）管理規程・就業規則・給与規程（給料表は必ず添付）・経理規程等

　　（２）計算書類等（前年度計算書類・計算書類附属明細書・預金現在高証明書）

　　（３）予算書（当年度）

　　（４）事業報告書（前年度）

　　（５）事業計画書（当年度）

　　（６）パンフレット、施設だより等（監査当日の提出で可）

　　（７）安全計画・業務継続計画（あれば監査当日の提出で可）
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